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日
本
証
券
経
済
研
究
所
の
主
任
研
究
員
の
山
田
と
申
し

ま
す
。
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

ま
ず
最
初
に
、
本
日
お
話
し
す
る
内
容
を
簡
単
に
ま
と

め
ま
す
。

　

一
点
目
の
「
公
的
年
金
の
所
得
代
替
率
」
で
は
、
公
的

年
金
の
所
得
代
替
率
が
低
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。
公
的
年

金
に
よ
っ
て
老
後
所
得
を
支
え
る
こ
と
は
困
難
と
な
っ
て

い
る
。
老
後
所
得
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
貯
蓄
や
私
的

年
金
な
ど
に
よ
る
準
備
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な
っ
て
い
る

こ
と
を
指
摘
し
ま
す
。

　

二
点
目
の
「
資
産
形
成
支
援
制
度
の
日
米
英
比
較
」
で

は
、
公
的
年
金
の
給
付
額
と
再
分
配
効
果
、
私
的
年
金
と

そ
の
他
の
資
産
形
成
支
援
制
度
の
拠
出
限
度
額
な
ど
に
注

目
し
な
が
ら
、
日
本
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
の
資
産
形

成
支
援
制
度
の
比
較
を
行
い
ま
す
。
我
が
国
を
ア
メ
リ

カ
、
イ
ギ
リ
ス
と
比
較
す
る
と
、
資
産
形
成
支
援
制
度
の

拠
出
限
度
額
が
低
く
、
そ
の
中
で
も
特
に
私
的
年
金
の
拠

出
限
度
額
が
低
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。

　

三
点
目
の
「
証
券
税
制
研
究
会
」
で
は
、
弊
所
の
証
券

税
制
研
究
会
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
話
し
し
ま
す
。
証

券
税
制
研
究
会
で
は
、「
日
本
の
家
計
の
資
産
形
成
と

税
・
社
会
保
障
」
を
研
究
テ
ー
マ
と
し
て
研
究
会
を
開
催

老
後
の
た
め
の
資
産
形
成

―
私
的
年
金
と
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
設
計
に
つ
い
て
―

山　

田　

直　

夫
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し
、
そ
の
研
究
成
果
を
単
行
本
と
い
う
形
で
取
り
ま
と

め
、
二
○
二
三
年
七
月
に
中
央
経
済
社
よ
り
出
版
い
た
し

ま
し
た
。

一
、
公
的
年
金
の
所
得
代
替
率

　

現
役
時
代
の
収
入
を
反
映
し
た
保
険
料
と
給
付
に
基
づ

く
厚
生
年
金
の
所
得
代
替
率
を
も
と
に
、
老
後
の
所
得
保

障
の
現
状
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

こ
の
部
分
は
、
一
橋
大
学
の
田
近
先
生
と
の
共
著
の
論
文

が
も
と
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

日
本
の
公
的
年
金
は
国
民
年
金
（
基
礎
年
金
）
と
厚
生

年
金
か
ら
成
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
国
民
年
金
は
自

営
業
者
や
非
正
規
労
働
者
な
ど
が
加
入
し
、
毎
月
定
額
の

保
険
料
を
支
払
い
、
加
入
期
間
に
応
じ
て
年
金
を
受
け
取

り
ま
す
。
二
○
二
二
年
度
の
国
民
年
金
の
毎
月
の
保
険
料

は
一
万
六
五
九
○
円
で
、
四
○
年
間
加
入
す
る
と
満
額
の

年
七
七
万
七
八
○
○
円
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

仮
に
加
入
期
間
が
二
○
年
で
あ
れ
ば
、
受
け
取
る
こ
と
が

で
き
る
年
金
は
そ
の
半
分
に
な
り
ま
す
。

　

厚
生
年
金
は
給
与
収
入
の
一
八
・
三
％
を
保
険
料
と
し

て
徴
収
し
、
基
礎
年
金
と
老
齢
厚
生
年
金
を
通
じ
て
給
付

が
な
さ
れ
ま
す
。
保
険
料
の
適
用
さ
れ
る
収
入
に
は
上
限

が
あ
り
、
ほ
ぼ
年
収
一
○
○
○
万
円
で
す
。
正
確
に
は
、

標
準
報
酬
月
額
六
五
万
円
と
標
準
賞
与
額
一
五
○
万
円
×

三
で
一
二
三
○
万
円
ま
で
保
険
料
が
課
さ
れ
ま
す
。

　

厚
生
年
金
の
給
付
の
仕
組
み
を
確
認
し
ま
す
。
厚
生
年

金
の
給
付
額
（
老
齢
部
分
）
は
、
ま
ず
基
礎
年
金
部
分
の

満
額
（
七
七
万
七
八
○
○
円
）
に
保
険
料
を
納
め
た
月
数

を
掛
け
て
、
四
八
○
カ
月
（
四
○
年
×
一
二
カ
月
）
で
割

る
と
い
う
計
算
を
し
ま
す
。
厚
生
年
金
額
は
、
平
均
標
準

報
酬
額
に
一
〇
〇
〇
分
の
九
・
五
か
ら
一
〇
〇
〇
分
の

五
・
四
八
一
の
乗
数
を
掛
け
て
、
被
保
険
者
期
間
の
月
数

を
掛
け
て
金
額
を
出
し
ま
す
。
一
〇
〇
〇
分
の
九
・
五
か
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ら
一
〇
〇
〇
分
の
五
・
四
八
一
の
乗
数
は
被
保
険
者
期
間

で
異
な
り
、
二
〇
〇
三
年
四
月
以
降
の
被
保
険
者
期
間
で

は
一
〇
〇
〇
分
の
五
・
四
八
一
で
す
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
年
間
五
二
七
万
円
の
人
を
モ
デ
ル
に

年
金
の
計
算
を
し
て
い
ま
す
。
そ
の
前
提
で
求
め
た
所
得

代
替
率
を
示
し
た
の
が
こ
の
表
で
す
（
図
表
１
）。
加
入

期
間
二
○
年
、
三
○
年
、
三
五
年
、
四
○
年
の
四
つ
の

ケ
ー
ス
に
つ
い
て
計
算
し
て
い
ま
す
。
基
礎
年
金
の
支
給

額
は
年
収
と
は
関
係
な
く
、
厚
生
年
金
の
支
給
額
は
、
年

収
を
五
二
七
万
円
と
し
て
、
先
ほ
ど
お
話
し
し
た
式
に
当

て
は
め
て
計
算
し
て
い
ま
す
。
給
付
額
合
計
は
基
礎
年
金

と
厚
生
年
金
の
合
計
額
で
す
。
給
付
の
所
得
代
替
率
は
加

入
期
間
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
一
八
・
三
％
、
二
七
・
五
％
、

三
二
・
一
％
、
三
六
・
七
％
と
な
り
ま
す
。
こ
こ
で
は
厚

生
年
金
の
給
付
乗
数
は
一
〇
〇
〇
分
の
五
・
四
八
一
で
計

算
し
て
い
ま
す
。

　

こ
ち
ら
は
、
年
収
を
一
〇
〇
〇
万
円
と
し
た
場
合
の
年

図表１

（注）�　厚生年金の給付乗数は、5.481/1000とした。
〔出所〕�　田近・山田（2023b）図表１

平均標準報酬額（年間527万円）で就業した場合
に受け取る年金額と給付の所得代替率（個人の場
合）

加入期間
基礎年金
支給額
万円

厚生年金
支給額
万円

給付額
合計
万円

給付の
所得代替率

20年 38.9 57.7 96.6 18.3％

30年 58.3 86.6 144.9 27.5％

35年 68.1 101.0 169.1 32.1％

40年 77.8 115.5 193.3 36.7％
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金
額
と
給
付
の
所
得
代
替
率
を
計
算
し
た
も
の
で
す
（
図

表
２
）。
先
ほ
ど
と
同
様
に
加
入
期
間
二
○
年
、
三
○

年
、
三
五
年
、
四
○
年
の
四
つ
の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
計
算

を
行
う
と
、
給
付
の
所
得
代
替
率
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一
四
・

八
％
、
二
二
・
三
％
、
二
六
・
○
％
、
二
九
・
七
％
と
な

り
ま
す
。
先
ほ
ど
の
年
収
五
二
七
万
円
の
人
を
モ
デ
ル
に

し
た
ケ
ー
ス
も
含
め
て
、
全
て
の
場
合
で
年
金
給
付
の
所

得
代
替
率
が
五
○
％
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま

す
。

　

厚
生
労
働
省
の
モ
デ
ル
年
金
で
は
夫
婦
を
想
定
し
て
い

て
、
夫
婦
の
基
礎
年
金
と
報
酬
比
例
年
金
で
一
、
二
階
を

合
わ
せ
て
現
役
期
の
手
取
り
収
入
の
五
○
％
（
現
在
は
六

○
％
強
）
を
確
保
す
る
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
四

〇
年
に
わ
た
っ
て
片
稼
ぎ
の
夫
婦
で
、
働
き
手
の
収
入
が

平
均
標
準
報
酬
五
二
七
万
円
の
場
合
を
想
定
し
て
い
ま

す
。
こ
の
場
合
、
基
礎
年
金
が
満
額
七
七
・
八
万
円
の
二

人
分
、
報
酬
比
例
の
厚
生
年
金
が
一
一
五
・
五
万
円
で
、

図表２

（注）�　厚生年金の給付乗数は、5.481/1000とした。
〔出所〕�　田近・山田（2023b）図表２

年収1000万円で就業した場合に受け取る年金額
と給付の所得代替率（個人の場合）

加入期間
基礎年金
支給額
万円

厚生年金
支給額
万円

給付額
合計
万円

給付の
所得代替率

20年 38.9 109.6 148.5

30年 58.3 164.4 222.7

35年 68.1 191.8 259.9

40年 77.8 219.2 297.0

14.8％

22.3％

26.0％

29.7％
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給
付
総
額
は
二
七
一
・
一
万
円
に
な
り
、
給
付
の
所
得
代

替
率
は
五
一
・
一
％
で
す
。
こ
れ
は
税
引
き
前
の
収
入
に

対
す
る
比
率
で
す
が
、
厚
生
労
働
省
は
手
取
り
収
入
（
税

金
を
取
り
除
い
た
収
入
）
で
計
算
し
て
い
ま
す
。
よ
っ

て
、
手
取
り
収
入
の
ほ
う
が
金
額
（
分
母
）
が
小
さ
く
な

り
、
分
数
自
体
が
大
き
く
な
っ
て
、
所
得
代
替
率
が
六

○
％
強
と
な
り
ま
す
。

　

先
ほ
ど
お
示
し
し
た
と
お
り
、
全
て
の
場
合
で
年
金
給

付
の
所
得
代
替
率
が
五
○
％
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。
そ
の

中
で
所
得
代
替
率
が
最
も
高
い
の
は
平
均
標
準
報
酬
五
二

七
万
円
で
四
○
年
間
加
入
し
た
ケ
ー
ス
で
す
が
、
こ
の
場

合
で
も
所
得
代
替
率
は
三
六
・
七
％
で
、
五
○
％
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
の
資
料
で
は
夫
婦
で
考
え
て
い
ま
し
た

が
、
現
実
的
に
考
え
れ
ば
、
平
均
標
準
報
酬
五
二
七
万
円

の
ケ
ー
ス
で
、
厚
生
年
金
の
保
険
料
を
四
○
年
間
払
っ
た

個
人
の
年
金
の
所
得
代
替
率
が
三
六
・
七
％
と
低
い
事
実

か
ら
出
発
し
て
、
老
後
を
支
え
る
日
本
の
年
金
制
度
を
考

え
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。

二�

、
資
産
形
成
支
援
制
度
の
日
米
英

比
較

　

別
の
田
近
先
生
と
の
共
著
の
論
文
で
は
、
公
的
年
金
の

給
付
額
と
再
分
配
効
果
、
私
的
年
金
と
そ
の
他
の
資
産
形

成
支
援
制
度
の
拠
出
限
度
額
な
ど
に
注
目
し
な
が
ら
、
日

本
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
の
資
産
形
成
支
援
制
度
を
比

較
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
に
取
り
上
げ
て
い
る
制
度
は
、

日
本
の
場
合
、
公
的
年
金
（
国
民
年
金
と
厚
生
年
金
）、

私
的
年
金
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
す
。
ア
メ
リ
カ
の
場
合
、
公
的

年
金
と
私
的
年
金
（
４
０
１
（
ｋ
））、
そ
の
他
に
は
Ｉ
Ｒ

Ａ
、Roth�IRA

も
取
り
上
げ
て
い
ま
す
。
イ
ギ
リ
ス
の

場
合
は
、
公
的
年
金
、
私
的
年
金
と
Ｉ
Ｓ
Ａ
を
取
り
上
げ

て
い
ま
す
。
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ま
ず
、
日
本
の
仕
組
み
で
す
。
我
が
国
で
は
、
公
的
年

金
に
加
え
て
企
業
年
金
な
ど
の
私
的
年
金
が
あ
る
た
め
、

年
金
制
度
全
体
で
は
三
階
建
て
で
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま

す
。
厚
生
労
働
省
の
資
料
で
は
、「
一
、
二
階
部
分
の
公

的
年
金
が
国
民
の
老
後
生
活
の
基
本
を
支
え
、
三
階
部
分

の
企
業
年
金
・
個
人
年
金
と
合
わ
せ
て
老
後
生
活
の
多
様

な
ニ
ー
ズ
に
対
応
」
と
な
っ
て
い
ま
す
。
公
的
年
金
と
私

的
年
金
の
役
割
分
担
に
つ
い
て
は
、
基
本
は
公
的
年
金

で
、
企
業
年
金
な
ど
の
私
的
年
金
は
そ
の
補
完
と
い
う
位

置
づ
け
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

我
が
国
の
公
的
年
金
は
、
二
〇
歳
以
上
の
全
て
の
人
が

加
入
す
る
国
民
年
金
（
基
礎
年
金
）
と
、
会
社
員
や
公
務

員
が
加
入
す
る
厚
生
年
金
な
ど
か
ら
成
り
ま
す
。
そ
の
特

徴
は
、
国
民
皆
年
金
で
あ
る
こ
と
と
二
階
建
て
の
構
造
に

な
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。
ま
た
、
財
政
方
式
は
賦
課
方
式

を
基
本
と
し
て
い
ま
す
。

　

年
金
の
原
資
は
、
国
庫
負
担
も
あ
り
ま
す
が
、
社
会
保

険
料
で
、
自
営
業
者
や
非
正
規
労
働
者
な
ど
か
ら
成
る
第

一
号
被
保
険
者
は
定
額
の
保
険
料
（
令
和
四
年
度
で
は
月

一
万
六
五
九
○
円
）
を
負
担
し
ま
す
。
会
社
員
や
公
務
員

な
ど
の
第
二
号
被
保
険
者
は
、
定
率
の
保
険
料
（
令
和
四

年
度
は
標
準
報
酬
月
額
の
一
八
・
三
％
）
を
労
使
折
半
と

い
う
形
で
負
担
し
ま
す
。
第
二
号
被
保
険
者
の
被
扶
養
配

偶
者
、
つ
ま
り
、
配
偶
者
が
会
社
員
や
公
務
員
で
あ
る
専

業
主
婦
な
ど
の
第
三
号
被
保
険
者
に
つ
い
て
は
保
険
料
の

負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

年
金
を
受
給
す
る
に
は
受
給
資
格
期
間
が
一
○
年
以
上

必
要
で
す
。
こ
の
受
給
条
件
を
満
た
す
全
て
の
人
が
国
民

年
金
を
受
け
取
り
、
会
社
員
や
公
務
員
は
そ
れ
に
加
え
て

厚
生
年
金
を
受
け
取
り
ま
す
。
受
給
開
始
年
齢
は
六
五

歳
、
国
民
年
金
の
給
付
額
は
保
険
料
を
納
付
し
た
期
間
で

決
ま
り
ま
す
。
令
和
四
年
度
の
場
合
、
国
民
年
金
の
満
額

は
月
六
万
四
八
一
六
円
で
、
保
険
料
を
納
付
し
た
月
数
で

実
際
の
給
付
額
が
出
ま
す
。
厚
生
年
金
の
給
付
額
は
、
現



15―　　―

老後のための資産形成

役
時
代
の
報
酬
（
平
均
標
準
報
酬
）
と
被
保
険
者
期
間
で

決
ま
り
ま
す
。

　

公
的
年
金
に
関
し
て
、
厚
生
労
働
省
の
資
料
に
よ
る

と
、
令
和
三
年
度
の
国
民
年
金
の
平
均
額
は
月
五
・
六
万

円
、
厚
生
年
金
の
一
人
当
た
り
の
平
均
額
（
国
民
年
金
を

含
む
）
は
月
一
四
・
六
万
円
で
す
。
政
府
は
、
公
的
年
金

の
財
政
の
現
況
や
見
通
し
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
五
年

ご
と
に
財
政
検
証
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
の
経
済
成

長
の
見
通
し
次
第
で
は
給
付
の
一
層
の
カ
ッ
ト
も
予
想
さ

れ
る
状
況
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
我
が
国
の
私
的
年
金
で
す
。
私
的
年
金
に
関

し
て
、
税
制
上
の
扱
い
は
拠
出
時
非
課
税
、
運
用
時
非
課

税
、
給
付
時
課
税
の
い
わ
ゆ
る
Ｅ
Ｅ
Ｔ
型
で
す
（
図
表

３
）。
Ｄ
Ｂ
の
拠
出
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
拠
出
は
損
金

算
入
と
い
う
扱
い
で
、
被
用
者
拠
出
は
生
命
保
険
料
控
除

の
対
象
で
す
。
企
業
型
Ｄ
Ｃ
及
び
個
人
型
Ｄ
Ｃ（iD

eCo

）

に
つ
い
て
は
、
事
業
主
負
担
は
損
金
算
入
、
被
用
者
（
個

図表３

〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表２

わが国の私的年金の概要

DB 企業型DC 個人型DC（iDeCo）

課税上の扱い EET型 EET型 EET型

拠出方式 事業主、被用者 事業主、被用者 原則個人

受給開始年齢 60～70歳の規約で

定める年齢到達時
又は50歳以上の

退職時（規約に定
めがある場合）

60歳～75歳の請求時

拠出時の扱い • 事業主拠出は
損金算入

• 被用者拠出は
生命保険料控
除の対象

• 事業主拠出は損金算入

• 被用者（個人）拠出は小規模企業共
済等掛金控除の対象

運用時の扱い 特別法人税課税（2026年3月31日まで凍結）

給付時の扱い • 年金は雑所得（公的年金等控除の対象）
• 一時金は退職所得（退職所得控除の対象）
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人
）
拠
出
は
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
の
対
象
に
な

り
ま
す
。
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
に
は
、
被
用
者
が
上
乗
せ

し
て
拠
出
で
き
る
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
が
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
個
人
型
Ｄ
Ｃ
は
原
則
と
し
て
個
人
の
拠
出
で
す
が
、

中
小
企
業
を
対
象
に
事
業
主
が
上
乗
せ
し
て
拠
出
で
き
る

中
小
事
業
主
掛
金
納
付
制
度
（iD

eCo

＋
（
プ
ラ
ス
））

が
あ
り
ま
す
。

　

運
用
に
関
し
て
は
、
積
立
金
に
は
特
別
法
人
税
が
課
税

さ
れ
ま
す
が
、
二
○
二
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
凍
結
さ
れ

て
い
ま
す
。
給
付
に
関
し
て
は
、
年
金
の
場
合
は
雑
所
得

と
し
て
、
一
時
金
の
場
合
は
退
職
所
得
と
し
て
、
所
得
税

の
課
税
の
対
象
と
な
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
公
的
年
金
等
控

除
、
退
職
所
得
控
除
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

私
的
年
金
の
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度
額
に
つ
い
て
は
数
回
の

見
直
し
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
こ
で
は
二
○
一
七
年

の
一
月
以
降
と
二
○
二
四
年
一
二
月
以
降
の
第
二
号
被
保

険
者
の
拠
出
限
度
額
を
取
り
上
げ
ま
す
（
図
表
４
）。

図表４

〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表３より作成

第2号被保険者のDC拠出限度額の見直し

①企業型DC
のみに加入

企業型DC

②企業型DCと
DB等の他制
度に加入

企業型DC

③DB等の他

制度のみに加
入（公務員を
含む）

iDeCo

④企業型DC、
DB等の他制

度のいずれに
も加入してい
ない

iDeCo

2017年1月1日
以降

月5.5万円
うちiDeCoは
2.0万円

月2.75万円
うちiDeCoは
1.2万円

月1.2万円 月2.3万円

2024年12月1
日以降

月5.5万円ｰDB等の他制度掛
金相当額
うちiDeCoは5.5万円ｰ（各月

の企業型DCの事業主掛金額
＋DB等の他制度掛金相当額）
（ただし、2.0万円を上限）

同左 月2.3万円
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ま
ず
、
二
○
一
七
年
一
月
以
降
に
つ
い
て
見
ま
す
と
、

第
二
号
被
保
険
者
が
ど
の
よ
う
な
タ
イ
プ
の
企
業
年
金
に

加
入
し
て
い
る
か
に
よ
っ
て
拠
出
限
度
額
が
少
し
ず
つ
異

な
り
、
複
雑
な
制
度
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
ま

す
。
具
体
的
な
金
額
に
つ
い
て
は
、
①
「
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の

み
に
加
入
」
の
場
合
は
、
月
五
・
五
万
円
、
年
六
六
万
円

で
す
。
②
「
企
業
型
Ｄ
Ｃ
と
Ｄ
Ｂ
等
の
他
制
度
に
加
入
」

の
場
合
は
、
Ｄ
Ｂ
等
の
他
制
度
の
掛
金
相
当
額
を
月
二
・

七
五
万
円
と
評
価
し
て
、
企
業
年
金
全
体
で
は
拠
出
限
度

額
は
年
六
六
万
円
で
、
①
と
同
じ
よ
う
な
形
で
す
。
し
か

し
、
①
と
②
を
比
較
し
ま
す
と
、iD

eCo
の
拠
出
限
度
額

が
異
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
③
「
Ｄ
Ｂ
等
の
他
制
度
の

み
に
加
入
（
公
務
員
を
含
む
）」
と
④
「
企
業
型
Ｄ
Ｃ
、

Ｄ
Ｂ
等
の
他
制
度
の
い
ず
れ
に
も
加
入
し
て
い
な
い
」
の

iD
eCo

の
拠
出
限
度
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
月
一
・
二
万
円
、

月
二
・
三
万
円
で
す
。

　

二
○
二
四
年
一
二
月
以
降
は
、
①
、
②
、
③
の
ケ
ー
ス

と
も
に
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度
額
は
年
六
六
万
円
で
す
。

iD
eCo

の
拠
出
限
度
額
も
二
・
○
万
円
で
、
そ
ろ
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
Ｄ
Ｂ
等
の
他
制
度
の
掛
金
相
当
額
は
、
月

二
・
七
五
万
円
で
評
価
す
る
の
を
や
め
て
、
実
態
を
反
映

し
た
も
の
に
な
り
ま
す
。
た
だ
、
④
は
拠
出
限
度
額
が
月

二
・
三
万
円
の
ま
ま
で
、
私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
が
統

一
さ
れ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
制
度
に
よ
っ
て
拠
出

限
度
額
が
異
な
っ
て
い
て
、
複
雑
で
あ
る
こ
と
に
あ
ま
り

変
わ
り
は
な
い
と
い
え
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

ち
な
み
に
、
第
一
号
被
保
険
者
の
場
合
は
、iD

eCo

の

拠
出
限
度
額
は
国
民
年
金
基
金
と
合
算
で
月
六
・
八
万

円
、
第
三
号
被
保
険
者
のiD

eCo

の
拠
出
限
度
額
は
月

二
・
三
万
円
で
す
。

　

続
い
て
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
つ
い
て
簡
単
に
取
り
上
げ
ま

す
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
歴
史
を
簡
単
に
振
り
返
り
ま
す
と
、
二

○
一
四
年
一
月
に
導
入
さ
れ
、
二
○
一
六
年
一
月
に
ジ
ュ

ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
、
二
○
一
八
年
一
月
に
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
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Ａ
が
導
入
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
最
初
に
導
入
さ
れ
た
一
般

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
年
間
非
課
税
投
資
枠
一
二
○
万
円
、
非
課

税
期
間
は
最
長
五
年
で
す
。
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
年

間
非
課
税
投
資
枠
八
○
万
円
、
非
課
税
期
間
は
最
長
五
年

で
す
。
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
年
間
非
課
税
投
資
枠
が

四
○
万
円
、
非
課
税
期
間
は
最
長
二
○
年
で
す
。
つ
み
た

て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
併
用
す
る
こ
と
が
で
き

ま
せ
ん
。

　

ご
存
じ
の
方
が
多
い
と
思
い
ま
す
が
、
令
和
二
年
度
の

税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
五
年
延
長
、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
二
階
建
て
の
制
度

へ
の
見
直
し
、
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
令
和
五
年
末
で
の

終
了
が
決
ま
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
令
和
五
年
度
税
制
改

正
で
、「
資
産
所
得
倍
増
」
や
「
貯
蓄
か
ら
投
資
」の
観
点

か
ら
、抜
本
的
な
改
正
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

二
○
二
四
年
以
降
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
主
な
特
徴
と
し
て
、

ま
ず
制
度
の
恒
久
化
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
そ
れ
か
ら
、
つ

み
た
て
投
資
枠
と
成
長
投
資
枠
が
設
け
ら
れ
、
年
間
の
投

資
枠
は
そ
れ
ぞ
れ
一
二
○
万
円
と
二
四
○
万
円
で
、
両
者

の
併
用
が
可
能
で
す
。
ま
た
、
非
課
税
保
有
限
度
額
一
八

○
○
万
円
（
う
ち
成
長
投
資
枠
が
一
二
○
○
万
円
）
で
枠

の
再
利
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

こ
こ
ま
で
、
日
本
の
特
徴
を
ま
と
め
ま
す
と
、
以
下
の

五
点
が
指
摘
で
き
る
か
と
思
い
ま
す
。

　

一
つ
目
は
、
老
後
の
生
活
の
支
え
の
基
本
は
公
的
年
金

で
、
私
的
年
金
は
そ
の
補
完
と
い
う
位
置
付
け
で
あ
る
こ

と
。

　

二
つ
目
は
、
経
済
成
長
な
ど
の
見
通
し
次
第
で
は
、
公

的
年
金
の
給
付
額
の
低
下
が
予
想
さ
れ
る
。
ま
た
、
自
営

業
者
な
ど
の
加
入
す
る
国
民
年
金
は
定
額
の
保
険
料
・
給

付
額
の
仕
組
み
で
、
再
分
配
効
果
は
弱
い
こ
と
。

　

三
つ
目
は
、
公
的
年
金
と
私
的
年
金
は
と
も
に
Ｅ
Ｅ
Ｔ

型
で
す
が
、
給
付
に
対
応
し
て
一
定
の
所
得
控
除
が
適
用

さ
れ
て
い
る
こ
と
。
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四
つ
目
は
、
私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
は
概
ね
年
六
六

万
円
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
加
入
し
て
い
る
年

金
制
度
に
よ
っ
て
異
な
り
、
複
雑
な
も
の
に
な
っ
て
い
る

こ
と
。

　

五
つ
目
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
令
和
五
年
度
税

制
改
正
に
よ
っ
て
制
度
の
恒
久
化
と
大
幅
な
拡
充
が
行
わ

れ
る
予
定
で
あ
る
こ
と
。

　

続
い
て
、
ア
メ
リ
カ
の
制
度
に
つ
い
て
見
て
い
き
ま

す
。
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
公
的
年
金
、
企
業
年
金
と

Ｉ
Ｒ
Ａ
の
三
つ
で
、「
三
脚
の
椅
子
（T

hree�legged�

chair

）」
と
言
わ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
日
本
の
よ
う

に
公
的
年
金
が
主
体
で
は
な
く
て
、
公
的
年
金
の
ほ
か
に

企
業
年
金
や
Ｉ
Ｒ
Ａ
も
老
後
の
資
産
形
成
に
お
い
て
重
要

な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
の
公
的
年
金
は

Ｏ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ｉ
（
老
齢
・
遺
族
・
障
害
保
険
）
あ
る
い
は
、

単
に
社
会
保
障
年
金
（Social�Security

）
と
呼
ば
れ
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
の
場
合
は
皆
年
金
で
は
な

く
て
、
加
入
対
象
者
は
被
用
者
と
年
収
が
一
定
額
以
上
の

自
営
業
者
で
す
。
ま
た
、
財
政
方
式
は
賦
課
方
式
を
基
本

と
し
て
お
り
、
社
会
保
障
税
な
ど
の
歳
入
が
歳
出
を
上
回

る
場
合
は
、
社
会
保
障
年
金
信
託
基
金
に
積
み
立
て
ら
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

年
金
原
資
で
あ
る
社
会
保
障
税
は
内
国
歳
入
庁
が
徴
収

し
、
給
付
は
社
会
保
障
庁
が
行
っ
て
い
ま
す
。
二
○
二
三

年
に
お
け
る
社
会
保
障
税
は
、
年
間
所
得
額
一
六
万
二
○

○
ド
ル
を
課
税
対
象
の
上
限
と
し
て
、
税
率
は
一
二
・

四
％
（
被
用
者
の
場
合
は
労
使
折
半
）
で
す
。
こ
の
ほ
か

に
二
・
九
％
の
メ
デ
ィ
ケ
ア
税
が
か
か
り
、
こ
れ
も
被
用

者
の
場
合
は
労
使
折
半
で
す
。

　

受
給
に
は
４
０
四
半
期
（
一
○
年
間
）
の
加
入
が
必
要

で
す
。
老
齢
年
金
の
受
給
開
始
年
齢
は
原
則
と
し
て
六
五

歳
で
し
た
が
、
二
○
○
三
年
か
ら
二
○
二
七
年
に
か
け
て

段
階
的
に
六
七
歳
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
。
年
金
の
給
付
額
は
、
再
評
価
後
生
涯
平
均
月
収
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（A
verage�Indexed�M

onthly�Earnings

）
に
よ
っ
て

決
ま
り
ま
す
。
平
均
賃
金
指
数
（A

verage�W
age�

Index
）
で
再
評
価
し
た
各
年
の
年
収
か
ら
金
額
が
大
き

い
三
五
年
を
取
り
出
し
、
そ
れ
の
平
均
月
額
に
応
じ
て
年

金
の
給
付
額
が
決
ま
り
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
最
初
の
一

一
一
五
ド
ル
ま
で
は
九
○
％
、
一
一
一
五
ド
ル
か
ら
六
七

二
一
ド
ル
ま
で
は
三
二
％
、
六
七
二
一
ド
ル
を
超
え
る
部

分
は
一
五
％
で
計
算
し
て
、
そ
の
合
計
が
給
付
額
と
な
り

ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
給
付
構
造
は
収
入
が
低
い
ほ
う
が

優
遇
さ
れ
る
形
に
な
っ
て
い
て
、
そ
の
点
で
公
的
年
金
は

老
後
の
所
得
再
分
配
機
能
を
有
し
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

　

な
お
、
社
会
保
障
庁
の
資
料
な
ど
を
見
ま
す
と
、
二
○

二
一
年
に
お
い
て
Ｏ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ｉ
に
加
入
し
て
い
る
被
用
者

や
自
営
業
者
は
一
億
七
九
三
○
万
人
、
受
給
者
の
総
数
は

六
五
二
○
万
人
、
給
付
総
額
は
一
兆
一
三
三
二
億
ド
ル
で

す
。
ま
た
、
二
○
二
一
年
一
二
月
に
お
け
る
退
職
年
金
の

平
均
給
付
月
額
は
一
六
五
八
ド
ル
で
す
。
二
○
二
二
年
六

月
三
○
日
時
点
で
、
六
五
歳
以
上
の
一
〇
人
中
九
人
近
く

が
Ｏ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ｉ
を
受
給
し
、
給
付
額
は
高
齢
者
の
所
得
の

約
三
○
％
に
相
当
す
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
ア
メ
リ
カ
の
私
的
年
金
で
す
（
図
表
５
）。

ア
メ
リ
カ
の
企
業
年
金
は
Ｄ
Ｂ
と
Ｄ
Ｃ
に
分
か
れ
て
、
Ｄ

Ｃ
の
代
表
と
し
て
４
０
１（
ｋ
）が
あ
り
ま
す
。４
０
１（
ｋ
）

は
内
国
歳
入
法
４
０
１
条
（
ｋ
）
項
の
条
件
を
満
た
す
も

の
を
指
し
、
一
九
七
八
年
に
導
入
さ
れ
ま
し
た
。
税
制
上

の
扱
い
は
、
Ｄ
Ｂ
、
４
０
１
（
ｋ
）
と
も
に
拠
出
時
非
課

税
、
運
用
時
非
課
税
、
給
付
時
課
税
の
い
わ
ゆ
る
Ｅ
Ｅ
Ｔ

型
で
す
。

　

４
０
１
（
ｋ
）
の
加
入
は
任
意
で
、
拠
出
は
被
用
者
と

事
業
主
の
拠
出
か
ら
成
り
ま
す
。
４
０
１
（
ｋ
）
に
お
け

る
被
用
者
の
拠
出
限
度
額
は
、
二
○
二
三
年
は
年
二
・
二

五
万
ド
ル
で
、
事
業
主
の
拠
出
と
合
わ
せ
る
と
年
間
六
・

六
万
ド
ル
で
す
。
五
○
歳
以
上
の
加
入
者
は
年
七
五
○
○

ド
ル
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
拠
出
が
で
き
る
の
で
、
五
○
歳
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以
上
の
加
入
者
の
場
合
、
事
業
主
の
拠
出
を
含
め
た
限
度

額
は
年
七
・
三
五
万
ド
ル
に
な
り
ま
す
。
給
付
額
は
、
加

入
者
自
ら
が
運
用
指
図
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
決
ま
り
ま

す
。
給
付
開
始
年
齢
は
五
九
・
五
歳
で
、
そ
の
後
七
二
歳

に
達
し
た
後
の
四
月
一
日
ま
で
に
引
き
出
し
を
開
始
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
最
低
引
き
出
し
義
務
が
あ
り
ま

す
。「
注
」
に
あ
る
と
お
り
、
最
近
の
法
律
に
よ
っ
て
そ

れ
が
延
長
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
五
九
・
五
歳
以
前

の
中
途
引
き
出
し
は
原
則
と
し
て
不
可
と
な
っ
て
お
り
、

加
入
者
の
死
亡
や
障
害
な
ど
一
定
の
場
合
を
除
い
て
、
一

○
％
の
追
加
課
税
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
４
０
１
（
ｋ
）

か
ら
の
ロ
ー
ン
も
あ
り
ま
す
。

　

Ｉ
Ｒ
Ａ
は
、
一
九
七
四
年
従
業
員
退
職
所
得
保
障
法
に

基
づ
い
て
創
設
さ
れ
た
預
金
口
座
で
す
。
現
在
、
Ｉ
Ｒ
Ａ

に
は
幾
つ
か
の
種
類
が
あ
り
、
最
初
に
導
入
さ
れ
た
も
の

を
「
伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ
（T

raditional�IRA

）」
と
呼
ん
で

い
ま
す
。
そ
の
ほ
か
に
、
貯
蓄
拡
大
の
目
的
か
ら
一
九
九

図表５

（注）�　SECURE�2.0�ACT�of�2022により、401（k）の最低引出義務の年齢が2023年より73
歳、2033年より75歳になる。

〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表６

アメリカの企業年金の概要

DB 企業型DC（401（k））

課税上の扱い EET型 EET型

拠出方式 原則事業主 事業主、被用者

受給開始年齢 概ね65歳 59.5歳

拠出時の扱い • 原則事業主の拠出（損金算入
可）

• 被用者は原則拠出なし（拠出
した場合の控除なし）

• 給付額が年26.5万ドル又は最
も給与が高かった連続3年間

の平均給与額のうち、低い方
を超えない水準等まで拠出可
能

• 被用者は年2.25万ドル又は年

間給与等の低い方まで所得控
除

• 事業主の拠出は、被用者拠出
と合計で年6.6万ドルまで

• 事業主の拠出は、総報酬の
25%まで損金算入

• 50歳以上の加入者は年7500ド
ルのキャッチアップ拠出が可
能

未使用枠の繰越し 不可

給付時の扱い 72歳到達時または退職の遅い方
から最低引出義務の適用
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七
年
納
税
者
救
済
法
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
たRoth�IRA

な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

Ｉ
Ｒ
Ａ
に
関
す
る
税
制
上
の
扱
い
は
、
伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ

は
拠
出
時
非
課
税
、
運
用
時
非
課
税
、
給
付
時
課
税
の
い

わ
ゆ
る
Ｅ
Ｅ
Ｔ
型
で
あ
る
一
方
、Roth�IRA

は
拠
出
時

課
税
、
運
用
時
非
課
税
、
給
付
時
非
課
税
の
い
わ
ゆ
る
Ｔ

Ｅ
Ｅ
型
で
す
。
ま
た
、
Ｉ
Ｒ
Ａ
の
重
要
な
役
割
の
一
つ

は
、
企
業
年
金
な
ど
の
資
産
の
移
管
先
と
し
て
利
用
で
き

る
こ
と
で
す
。
二
○
二
三
年
に
お
け
る
Ｉ
Ｒ
Ａ
の
拠
出
限

度
額
は
、
伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ
とRoth�IRA
を
合
わ
せ
て
年

間
六
五
○
○
ド
ル
で
、
さ
ら
に
五
○
歳
以
上
の
加
入
者
に

は
年
間
一
○
○
○
ド
ル
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
拠
出
が
認
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
拠
出
限
度
額
を
４
０
１
（
ｋ
）
と
比
較

す
る
と
少
な
い
と
言
え
ま
す
が
、
先
ほ
ど
お
話
し
し
ま
し

た
よ
う
に
、
転
職
や
退
職
時
に
お
け
る
企
業
年
金
の
資
産

の
移
管
先
と
し
て
利
用
さ
れ
る
こ
と
も
多
く
、
残
高
で
は

４
０
１
（
ｋ
）
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

　

伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
企
業
年
金
に
加
入
し
て

い
る
場
合
は
拠
出
時
の
控
除
可
能
額
が
減
少
し
ま
す
。
ま

た
、Roth�IRA

に
つ
い
て
も
、
所
得
に
応
じ
て
拠
出
限

度
額
が
減
少
す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。
給
付
開
始

年
齢
は
五
九
・
五
歳
で
、
七
二
歳
に
達
し
た
後
の
四
月
一

日
ま
で
に
引
き
出
し
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
最
低
引
き
出
し
義
務
が
あ
り
、
こ
れ
も
延
長
さ
れ
て
い

ま
す
。
中
途
引
き
出
し
に
つ
い
て
は
、
死
亡
、
障
害
、
高

額
医
療
費
、
初
回
住
宅
購
入
、
高
等
教
育
費
な
ど
一
定
の

場
合
を
除
い
て
、
一
○
％
の
追
加
課
税
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
Ｉ
Ｒ
Ａ
の
残
高
が
大
き
い
こ
と
が
話
題
に
な
っ

た
こ
と
が
あ
り
ま
す
。Joint�Com

m
ittee�on�T

axation

の
資
料
に
よ
り
ま
す
と
、
二
○
一
九
年
に
お
い
て
伝
統
的

Ｉ
Ｒ
Ａ
とRoth�IRA

の
残
高
の
合
計
が
五
○
○
万
ド
ル

を
超
え
る
個
人
が
二
万
八
六
一
五
人
、
伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ
の

残
高
が
五
○
○
万
ド
ル
を
超
え
る
個
人
が
二
万
四
二
五
一

人
い
る
こ
と
が
発
表
さ
れ
ま
し
て
、
こ
う
し
た
巨
額
の
Ｉ
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Ｒ
Ａ
は
メ
ガ
Ｉ
Ｒ
Ａ
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
、
伝
統
的
Ｉ
Ｒ
Ａ
に
つ
い
て
は
、
最
低
引
き
出
し

義
務
が
あ
り
、
受
け
取
り
時
に
全
額
課
税
さ
れ
ま
す
の

で
、
課
税
の
公
平
性
は
保
た
れ
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

　

以
上
、
ア
メ
リ
カ
の
公
的
年
金
と
企
業
年
金
、
Ｉ
Ｒ

Ａ
、Roth�IRA
に
つ
い
て
概
観
し
て
き
ま
し
た
が
、
そ

の
特
徴
は
次
の
四
点
で
す
。

　

一
点
目
は
、
公
的
年
金
、
企
業
年
金
、
Ｉ
Ｒ
Ａ
が
「
三

脚
の
椅
子
」
と
な
っ
て
、
老
後
の
資
産
形
成
に
お
い
て
重

要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
。

　

二
点
目
は
、
公
的
年
金
は
、
財
源
は
収
入
比
例
の
社
会

保
険
税
で
、
給
付
は
生
涯
平
均
収
入
の
低
い
層
に
手
厚
く

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
老
後
の
所
得
再
分
配
効
果

が
発
揮
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　

三
点
目
は
、
企
業
年
金
（
４
０
１
（
ｋ
））
の
拠
出
限

度
額
が
大
き
く
、
被
用
者
は
年
二
・
二
五
万
ド
ル
、
事
業

主
の
拠
出
と
合
わ
せ
る
と
年
六
・
六
万
ド
ル
と
な
っ
て
い

る
こ
と
。

　

四
点
目
は
、
我
が
国
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
相
当
す
る
よ
う
な

資
産
形
成
支
援
制
度
と
し
てRoth�IRA

が
あ
る
こ
と
。

こ
の
表
現
に
少
し
違
和
感
を
持
つ
方
が
い
ら
っ
し
ゃ
る
か

も
し
れ
ま
せ
ん
が
、Roth�IRA

の
導
入
の
目
的
の
一
つ

が
貯
蓄
の
奨
励
と
、
税
制
が
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
同
じ
Ｔ
Ｅ
Ｅ
型

と
い
う
こ
と
で
、
こ
こ
で
は
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
対
応
す
る
制
度

と
位
置
づ
け
て
お
り
ま
す
。Roth�IRA

は
拠
出
限
度
額

が
小
さ
く
て
所
得
制
限
も
あ
る
の
で
、
資
産
形
成
支
援
制

度
は
老
後
の
た
め
の
資
産
形
成
に
特
化
し
て
い
る
と
い
う

こ
と
で
す
。

　

続
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
の
制
度
で
す
。
イ
ギ
リ
ス
の
資
産

形
成
支
援
制
度
は
、
公
的
年
金
、
私
的
年
金
、
Ｉ
Ｓ
Ａ
の

三
つ
か
ら
構
成
さ
れ
ま
す
。
公
的
年
金
に
つ
い
て
は
、
旧

制
度
は
定
額
の
基
礎
国
家
年
金
と
報
酬
比
例
の
付
加
年
金

か
ら
成
っ
て
い
ま
し
た
が
、
二
○
一
六
年
四
月
に
導
入
さ

れ
た
新
制
度
の
新
国
家
年
金
と
呼
ば
れ
る
も
の
は
定
額
で
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す
。
財
政
方
式
は
、
旧
制
度
、
新
制
度
と
も
に
賦
課
方
式

で
、
年
金
の
原
資
は
国
民
保
険
料
で
徴
収
さ
れ
ま
す
。
た

だ
、
国
民
保
険
は
年
金
だ
け
で
は
な
く
、
出
産
、
失
業
、

労
災
等
を
含
ん
で
い
ま
す
の
で
、
公
的
年
金
だ
け
の
保
険

料
で
は
な
い
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
す
。

　

年
金
の
受
給
に
は
一
○
年
間
の
加
入
が
必
要
で
す
。
支

給
開
始
年
齢
は
六
六
歳
で
す
が
、
今
後
、
六
八
歳
ま
で
引

き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
新
国
家
年
金
の

給
付
額
は
、
満
額
で
週
一
八
五
・
一
五
ポ
ン
ド
で
す
。

　

公
的
年
金
の
新
制
度
の
特
徴
と
し
て
は
、
保
険
料
率
が

被
用
者
の
報
酬
や
自
営
業
者
の
所
得
に
応
じ
て
い
る
の
に

対
し
て
、
給
付
が
定
額
だ
と
い
う
こ
と
で
す
。
新
制
度
が

導
入
さ
れ
ま
し
た
が
、
国
民
保
険
料
の
仕
組
み
自
体
は
大

き
く
変
更
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
の
で
、
公
的
年
金
の
再
分
配

機
能
が
よ
り
強
化
さ
れ
た
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

続
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
の
私
的
年
金
で
す
（
図
表
６
）。

制
度
が
若
干
変
わ
っ
て
い
る
二
○
二
三
年
度
に
つ
い
て
は

図表６

〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表9

イギリスの私的年金の概要（2022年度まで）

DB型企業年金 DC型企業年金 個人年金

課税上の扱い EET型 EET型 EET型

加入対象者 被用者
※年間給与所得が1万ポンド以上の者は自
動加入

すべての個人

拠出方式 事業主 事業主、被用者 個人

受給開始年齢 55歳以上75歳未満

拠出時の課税 • 事業主拠出・被用者（個人）拠出をすべて合わせて被用者の所
得控除上限額を管理

• 年間拠出限度額：年間所得総額又は年4万ポンドのいずれか
の低い額

• 生涯累計限度額：107.31万ポンド

未使用枠の繰越し 3年間繰越可

給付時の課税 年金資産の25%までは非課税で一時金として引出しが可能
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し
て
、
Ｄ
Ｂ
と
Ｄ
Ｃ
の
共
通
枠
を
設
け
て
い
る
点
が
特
徴

で
す
。

　

高
所
得
者
に
つ
い
て
は
年
間
の
拠
出
限
度
額
が
少
し
異

な
り
ま
す
。
調
整
後
所
得
が
二
四
万
ポ
ン
ド
を
超
え
る
個

人
に
つ
い
て
は
、
所
得
が
二
ポ
ン
ド
増
え
る
ご
と
に
年
間

の
拠
出
限
度
額
が
一
ポ
ン
ド
ず
つ
減
っ
て
い
く
の
で
、
高

所
得
者
は
四
万
ポ
ン
ド
ま
で
拠
出
で
き
な
い
仕
組
み
で
、

最
終
的
に
は
四
○
○
○
ポ
ン
ド
ま
で
逓
減
す
る
形
に
な
っ

て
い
ま
す
。
よ
っ
て
、
調
整
後
所
得
が
三
一
・
二
万
ポ
ン

ド
を
超
え
る
個
人
に
つ
い
て
は
、
年
間
の
拠
出
限
度
額
は

四
○
○
○
ポ
ン
ド
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
年
間
の
拠
出
限
度
額
の
ほ
か
に
生
涯
累
計
限
度

額
が
設
け
ら
れ
て
い
て
、
二
○
二
二
年
に
お
い
て
は
一
○

七
・
三
一
万
ポ
ン
ド
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
Ｄ
Ｃ
の
場

合
は
積
み
立
て
た
年
金
基
金
の
総
額
、
Ｄ
Ｂ
の
場
合
は
年

間
年
金
額
の
二
○
倍
が
生
涯
の
累
計
額
と
な
り
ま
す
。
こ

れ
ら
の
金
額
が
生
涯
累
計
限
度
額
を
上
回
っ
て
い
る
場

後
で
触
れ
ま
す
。
こ
こ
で
は
二
○
二
二
年
度
の
制
度
に
基

づ
い
て
お
話
し
し
ま
す
。
公
的
年
金
の
新
制
度
は
報
酬
比

例
部
分
が
な
く
て
定
額
部
分
の
み
と
い
う
こ
と
を
ご
説
明

し
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
私
的
年
金
の
果
た
す
役
割
が

よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
る
と
言
え
る
と
思
い
ま
す
。

　

イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
私
的
年
金
は
、
職
域
年
金
（
Ｄ
Ｂ

型
企
業
年
金
と
Ｄ
Ｃ
型
の
企
業
年
金
）
と
個
人
年
金
か
ら

成
り
ま
す
。
税
制
上
の
扱
い
は
、
拠
出
時
非
課
税
、
運
用

時
非
課
税
、
給
付
時
課
税
の
い
わ
ゆ
る
Ｅ
Ｅ
Ｔ
型
で
す
。

給
付
時
は
原
則
総
合
課
税
で
す
が
、
年
金
資
産
の
二
五
％

ま
で
は
非
課
税
で
、
一
時
金
と
し
て
引
き
出
し
が
可
能
で

す
。
た
だ
し
、
中
途
引
き
出
し
は
原
則
不
可
で
、
引
き
出

し
た
場
合
は
、
引
き
出
し
額
の
五
五
％
の
ペ
ナ
ル
テ
ィ
課

税
が
あ
り
ま
す
。

　

拠
出
に
関
し
て
は
四
万
ポ
ン
ド
の
年
間
拠
出
限
度
額
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
年
間
拠
出
限
度
額
に
関
し
て
、
事

業
主
や
被
用
者
（
個
人
）
の
拠
出
を
全
て
合
わ
せ
て
管
理
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合
、
給
付
が
年
金
と
し
て
受
け
取
ら
れ
る
場
合
は
二

五
％
、
一
括
払
い
の
場
合
は
五
五
％
の
追
加
税
が
か
か
り

ま
す
。

　

以
上
が
二
○
二
二
年
ま
で
の
制
度
で
、
二
○
二
三
年
か

ら
は
年
間
拠
出
限
度
額
が
四
万
ポ
ン
ド
か
ら
六
万
ポ
ン
ド

へ
引
き
上
げ
ら
れ
、
ま
た
、
生
涯
累
計
限
度
額
が
廃
止
さ

れ
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
高
所
得
者
に
つ
い
て
年
金
の
拠
出
限
度
額
が

逓
減
し
て
い
く
仕
組
み
自
体
は
残
っ
て
い
る
の
で
す
が
、

二
〇
二
二
年
度
ま
で
の
制
度
で
は
、
対
象
は
調
整
後
所
得

が
二
四
万
ポ
ン
ド
超
の
個
人
で
し
た
が
、
そ
れ
が
二
六
万

ポ
ン
ド
超
の
個
人
に
な
り
、
最
低
拠
出
限
度
額
が
四
○
○

○
ポ
ン
ド
か
ら
一
万
ポ
ン
ド
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
の
Ｉ
Ｓ
Ａ
で
す
。
イ
ギ
リ
ス
で

は
、
資
産
形
成
を
支
援
す
る
制
度
と
し
て
、
上
場
株
式
や

投
資
信
託
を
対
象
と
し
た
Ｐ
Ｅ
Ｐ
（Personal�Equity�

Plan

）
と
、
銀
行
や
住
宅
金
融
組
合
な
ど
の
預
金
を
対
象

と
し
た
Ｔ
Ｅ
Ｓ
Ｓ
Ａ
（T

ax�Exem
pt�Special�Savings�

A
ccount

）
と
い
う
制
度
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
制

度
上
の
不
均
衡
の
是
正
や
資
産
形
成
の
促
進
を
目
的
と
し

て
、
両
制
度
を
整
理
・
統
合
す
る
形
で
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
導
入
さ

れ
ま
し
た
。
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
当
初
は
時
限
措
置
で
し
た
が
、

現
在
は
恒
久
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

現
在
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
い
ろ
い
ろ
な
種
類
が
あ
り
ま
す
。
ま

ず
、
預
金
型
、
株
式
型
、
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
・
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
型
と
い
う
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
口
座
開
設
者
の
対
象

や
投
資
対
象
商
品
が
異
な
っ
て
い
ま
す
。
特
徴
と
し
て

は
、
非
課
税
期
間
が
恒
久
で
あ
り
、
拠
出
限
度
額
は
合
わ

せ
て
年
二
万
ポ
ン
ド
で
あ
る
こ
と
で
す
。

　

ま
た
、
ラ
イ
フ
タ
イ
ム
Ｉ
Ｓ
Ａ
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ

は
、
一
八
歳
以
上
四
○
歳
未
満
の
居
住
者
を
対
象
と
し

て
、
資
金
拠
出
期
間
は
五
○
歳
ま
で
、
非
課
税
期
間
は
六

○
歳
ま
で
、
拠
出
限
度
額
は
年
四
○
○
○
ポ
ン
ド
、
引
き

出
し
時
の
扱
い
は
、
初
め
て
の
住
宅
購
入
時
も
し
く
は
六
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○
歳
の
誕
生
日
以
降
に
非
課
税
で
払
い
出
し
が
で
き
る
。

そ
の
他
の
理
由
で
資
産
を
引
き
出
す
場
合
、
引
き
出
し
額

の
二
五
％
を
手
数
料
と
し
て
払
い
ま
す
。

　

以
上
か
ら
、
イ
ギ
リ
ス
の
公
的
年
金
、
私
的
年
金
、
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
特
徴
を
七
点
に
ま
と
め
ま
す
。

　

一�

、
公
的
年
金
と
私
的
年
金
が
老
後
の
資
産
形
成
を

担
っ
て
い
る
こ
と
。

　

二�

、
公
的
年
金
は
、
定
率
の
保
険
料
が
被
用
者
報
酬
や

自
営
業
者
所
得
に
課
さ
れ
る
一
方
、
給
付
は
定
額
な

の
で
、
再
分
配
機
能
が
発
揮
さ
れ
る
こ
と
。

　

三�

、
私
的
年
金
は
Ｅ
Ｅ
Ｔ
型
で
あ
る
が
、
給
付
時
に
一

定
の
控
除
が
あ
る
こ
と
。

　

四�

、私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
が
大
き
い
こ
と
。（
以
前

は
年
間
拠
出
限
度
額
四
万
ポ
ン
ド
、
生
涯
累
計
限
度

額
一
○
七
・
三
一
万
ポ
ン
ド
で
あ
っ
た
が
、
二
○
二

三
年
よ
り
年
間
拠
出
限
度
額
は
六
万
ポ
ン
ド
で
、
生

涯
累
計
限
度
額
は
廃
止
）

　

五�

、
公
的
年
金
、
私
的
年
金
だ
け
で
な
く
、
Ｉ
Ｓ
Ａ
に

よ
り
資
産
形
成
を
支
援
し
て
い
る
こ
と
。

　

六�

、
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
預
金
型
も
あ
り
、
リ
ス
ク
資
産
だ
け

で
な
く
貯
蓄
全
体
を
支
援
し
て
い
る
こ
と
。

　

七�

、
私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
（
六
万
ポ
ン
ド
）
は
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
非
課
税
投
資
枠
（
二
万
ポ
ン
ド
）
の
三
倍
に

設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　

以
上
、
日
本
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
の
制
度
を
概
観

し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
徴
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
続
い

て
一
ド
ル
＝
一
三
○
円
、
一
ポ
ン
ド
＝
一
六
○
円
と
し
て

日
本
円
に
換
算
し
て
、
公
的
年
金
に
つ
い
て
三
カ
国
を
比

較
し
ま
す
（
図
表
７
）。

　

我
が
国
の
国
民
年
金
の
給
付
額
は
月
五
・
六
万
円
、
令

和
四
年
度
の
満
額
で
も
六
・
五
万
円
で
す
。
イ
ギ
リ
ス
の

公
的
年
金
は
定
額
で
、
満
額
は
月
一
一
・
八
万
円
。
我
が

国
の
厚
生
年
金
は
月
一
四
・
六
万
円
、
ア
メ
リ
カ
で
は
月

二
一
・
六
万
円
で
す
。
物
価
水
準
等
い
ろ
い
ろ
考
慮
し
な
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け
れ
ば
い
け
な
い
面
も
あ
る
と
思
い
ま
す
が
、
我
が
国
の

公
的
年
金
の
給
付
水
準
は
低
い
と
言
え
ま
す
。

　

再
分
配
効
果
に
つ
い
て
見
ま
す
と
、
ア
メ
リ
カ
で
は
給

付
が
低
所
得
者
に
手
厚
く
な
っ
て
い
る
と
い
う
点
で
、
再

分
配
効
果
が
発
揮
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
イ
ギ
リ
ス
で

は
、
定
額
の
新
国
家
年
金
が
導
入
さ
れ
た
こ
と
で
再
分
配

効
果
が
強
化
さ
れ
て
い
ま
す
。
我
が
国
の
場
合
、
厚
生
年

金
は
定
額
部
分
と
報
酬
比
例
部
分
か
ら
成
り
、
あ
る
程
度

の
再
分
配
効
果
が
あ
る
と
言
え
ま
す
。
た
だ
、
国
民
年
金

の
場
合
は
、
低
所
得
者
に
対
す
る
保
険
料
免
除
制
度
が
あ

る
も
の
の
、
定
額
の
負
担
と
給
付
が
基
本
な
の
で
、
そ
の

点
で
再
分
配
効
果
が
弱
い
と
言
え
ま
す
。

　

私
的
年
金
と
非
課
税
貯
蓄
口
座
等
に
つ
い
て
比
較
し
た

も
の
が
こ
ち
ら
で
す（
図
表
８
）。ア
メ
リ
カ
の
４
０
１（
ｋ
）

の
拠
出
限
度
額
を
日
本
円
に
換
算
し
ま
す
と
、
八
五
八
万

円
と
い
う
高
い
水
準
で
す
。
そ
れ
に
対
し
てRoth�IRA

は
八
四
・
五
万
円
と
い
う
低
い
水
準
で
す
。
Ｉ
Ｒ
Ａ
は
４

図表７

（注１）�　給付額について、日本は令和３年度の平均額、アメリカは2021年12月の平均、イギリスは
2022/23年における新国家年金の満額である。

（注２）�　１ドル＝130円、１ポンド＝160円としている。
〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表13より作成

• 公的年金の比較

日 本 アメリカ イギリス

年金原資 社会保険料 社会保障税 国民保険料

受給条件 10年間 40加入四半期
（10年間相当）

10年間

受給開始年齢 65歳 66歳（今後67歳
に引き上げ）

66歳（今後68歳に
引き上げ）

給付額 国民年金：月5.6万円
厚生年金：月14.6万円
（国民年金を含む）

月21.6万円
（月1658ドル）

月11.8万円
（週185.15ポンド）

再分配機能 弱い 強い 強い
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０
１
（
ｋ
）
の
受
け
皿
と
い
う
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す

が
、
拠
出
限
度
額
自
体
は
小
さ
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

イ
ギ
リ
ス
の
場
合
、
私
的
年
金
が
六
四
○
万
円
、
二
○

二
三
年
四
月
以
降
は
九
六
○
万
円
、
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
三
二
〇
万

円
で
、
私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
が
高
い
水
準
に
設
定
さ

れ
て
い
ま
す
。
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
私
的
年
金
の
三
分
の
一
の
水
準

で
す
。
し
か
も
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
株
式
だ
け
で
は
な
く
て
貯
蓄

全
体
を
支
援
す
る
制
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
、

イ
ギ
リ
ス
と
も
に
私
的
年
金
を
通
じ
た
老
後
の
資
産
形
成

に
重
点
を
置
い
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

一
方
、
日
本
を
見
て
み
ま
す
と
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ

ス
と
は
逆
で
、
私
的
年
金
が
六
六
万
円
と
い
う
非
常
に
低

い
水
準
で
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
三
六
○
万
円
と
い
う
高
い
水
準

で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

私
的
年
金
と
非
課
税
貯
蓄
口
座
等
を
単
純
に
足
し
算
し

ま
す
と
、日
本
は
四
二
六
万
円
、ア
メ
リ
カ
は
４
０
１（
ｋ
）

とRoth�IRA

を
単
純
に
合
計
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

図表８

• 私的年金、非課税貯蓄口座等の拠出限度額（年
間）の比較

日 本 アメリカ イギリス

私的年金
（EET型）

66万円 858万円
（6.6万ドル）

2023年3月まで：
640万円（4万ポンド）

2023年4月以降：
960万円（6万ポンド）

非課税貯蓄口座等
（TEE型）

360万円 84.5万円
（6500ドル）

320万円
（2万ポンド）

（注１）�　日本の非課税貯蓄口座等は2024年以降のNISAである。
（注２）�　アメリカの私的年金は401（ｋ）、非課税貯蓄口座等はRoth�IRAである。
（注３）�　イギリスの私的年金（2023年３月まで）には生涯累計限度額１億7170万円（107.31万ポン

ド）もある。2023年４月以降、生涯累計限度額は廃止されている。
（注４）�　１ドル＝130円、１ポンド＝160円としている。
〔出所〕�　田近・山田（2023a）図表14より作成
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が
、
４
０
１
（
ｋ
）
だ
け
で
八
五
八
万
円
、
イ
ギ
リ
ス
は

二
○
二
三
年
四
月
以
降
で
す
と
一
二
八
○
万
円
で
、
拠
出

限
度
額
は
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま

す
。
日
本
は
合
計
で
見
て
も
低
い
の
で
す
が
、
特
に
私
的

年
金
の
限
度
額
が
低
い
こ
と
が
明
ら
か
で
す
。

　

繰
り
返
し
に
な
る
部
分
が
あ
り
ま
す
が
、
ア
メ
リ
カ
・

イ
ギ
リ
ス
と
の
比
較
を
ま
と
め
ま
す
と
、
公
的
年
金
に
つ

い
て
我
が
国
の
給
付
水
準
は
低
く
、
再
分
配
効
果
は
弱

い
。
少
子
高
齢
化
が
進
行
し
て
、
公
的
年
金
を
老
後
の
生

活
の
基
本
と
す
る
こ
と
は
困
難
と
な
っ
て
お
り
、
公
的
年

金
と
私
的
年
金
の
役
割
分
担
に
つ
い
て
改
め
て
考
え
て
い

く
こ
と
は
、
も
は
や
先
送
り
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
課
題

で
す
。

　

我
が
国
の
私
的
年
金
の
非
課
税
拠
出
限
度
額
が
低
く

て
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
年
間
投
資
枠
が
高
い
こ
と
が
明
ら
か
に

な
り
ま
し
た
。
令
和
五
年
度
税
制
改
正
に
よ
っ
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
の
拡
充
や
恒
久
化
が
決
定
し
ま
し
た
が
、
老
後
の
資
産

形
成
を
強
化
す
る
た
め
にiD

eCo

を
含
む
私
的
年
金
の

拠
出
限
度
額
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
が
、
日
本
の
税
制

の
喫
緊
の
課
題
で
す
。
そ
の
際
に
は
、
単
に
拠
出
限
度
額

を
拡
大
す
る
の
で
は
な
く
、
ど
の
く
ら
い
の
所
得
代
替
率

を
目
指
す
の
か
と
い
っ
た
老
後
所
得
保
障
の
た
め
の
デ
ザ

イ
ン
を
描
い
た
上
で
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

三
、
証
券
税
制
研
究
会

　

証
券
税
制
研
究
会
は
、
今
後
の
証
券
市
場
を
展
望
し
、

長
期
的
視
点
に
立
っ
て
、
証
券
税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て

総
合
的
、
体
系
的
に
研
究
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

ま
す
。
毎
回
、
証
券
税
制
に
関
す
る
テ
ー
マ
を
設
定
し

て
、
約
二
年
間
か
け
て
研
究
を
行
い
、
研
究
成
果
を
単
行

本
と
い
う
形
で
発
表
し
て
き
ま
し
た
。

　

今
回
は
、「
日
本
の
家
計
の
資
産
形
成
と
税
・
社
会
保

障
」
を
テ
ー
マ
に
設
定
し
て
、
二
○
二
○
年
一
二
月
か
ら
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二
○
二
二
年
一
一
月
ま
で
の
間
に
一
四
回
の
研
究
会
を
開

催
し
ま
し
た
。
そ
の
研
究
成
果
を
『
日
本
の
家
計
の
資
産

形
成　

私
的
年
金
の
役
割
と
税
制
の
あ
り
方
』
と
し
て
取

り
ま
と
め
、
二
○
二
三
年
七
月
に
中
央
経
済
社
よ
り
出
版

い
た
し
ま
し
た
。

　
『
日
本
の
家
計
の
資
産
形
成　

私
的
年
金
の
役
割
と
税

制
の
あ
り
方
』
は
四
部
、
一
三
章
構
成
に
な
っ
て
い
ま

す
。
以
下
、
本
の
「
は
し
が
き
」
に
基
づ
い
て
、
各
章
に

つ
い
て
ご
く
簡
単
に
御
説
明
い
た
し
ま
す
。

　

第
一
部
は
「
私
的
年
金
の
役
割
」
で
す
。
第
一
章
「
日

本
に
お
け
る
私
的
年
金
の
役
割
と
設
計
―
老
後
所
得
の
充

実
を
目
指
し
て
」
は
、
座
長
の
田
近
先
生
と
私
の
共
著
で

す
。
こ
の
論
文
は
、
高
齢
化
が
進
行
し
て
、
公
的
年
金
に

よ
る
老
後
所
得
の
保
障
が
困
難
と
な
る
中
で
、
私
的
年
金

の
役
割
は
公
的
年
金
を
補
完
す
る
も
の
で
は
な
く
て
、
老

後
生
活
の
基
本
を
支
え
る
た
め
の
重
要
な
仕
組
み
の
一
つ

だ
と
い
う
認
識
か
ら
出
発
し
て
、
私
的
年
金
の
設
計
に
つ

い
て
分
析
し
て
い
ま
す
。
ま
ず
給
付
水
準
や
保
険
料
の
拠

出
年
数
、
年
金
受
給
年
数
、
運
用
利
回
り
か
ら
構
成
さ
れ

る
モ
デ
ル
年
金
を
設
定
し
て
、
必
要
な
保
険
料
率
を
求
め

て
い
ま
す
。
続
い
て
、
一
定
の
収
入
に
係
る
保
険
料
ま
で

は
い
わ
ゆ
る
Ｅ
Ｅ
Ｔ
型
の
税
制
優
遇
措
置
を
設
定
し
て
、

具
体
的
な
制
度
と
非
課
税
枠
の
提
案
を
行
っ
て
い
ま
す
。

例
え
ば
、
所
得
代
替
率
五
○
％
、
拠
出
年
数
四
○
年
、
受

給
年
数
二
○
年
、
運
用
利
回
り
一
％
と
い
う
年
金
を
想
定

す
る
と
、
保
険
料
率
は
一
八
・
五
％
と
な
り
、
厚
生
年
金

の
保
険
料
の
上
限
の
年
収
一
二
三
○
万
円
の
人
で
は
、
拠

出
限
度
額
が
二
二
七
万
円
に
な
る
と
い
っ
た
試
算
を
し
て

お
り
ま
す
。

　

第
二
章
「
老
後
の
た
め
の
資
産
形
成
―
ア
メ
リ
カ
の
制

度
と
実
態
」
も
田
近
先
生
と
私
の
共
著
で
す
。
こ
の
論
文

で
は
、
老
後
の
資
産
形
成
に
係
る
ア
メ
リ
カ
の
制
度
を
概

観
し
て
、
公
的
年
金
・
企
業
年
金
・
個
人
退
職
勘
定
の
実

態
に
関
す
る
論
文
の
展
望
を
行
っ
て
い
ま
す
。
先
ほ
ど
も
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お
話
し
し
ま
し
た
が
、
ア
メ
リ
カ
で
は
資
産
形
成
を
支
援

す
る
制
度
（
公
的
年
金
、
企
業
年
金
、
Ｉ
Ｒ
Ａ
）
を
「
三

脚
の
椅
子
」
に
例
え
て
い
ま
す
。
こ
の
「
三
脚
の
椅
子
」

に
つ
い
て
、
第
一
に
、
私
的
年
金
が
老
後
所
得
保
障
の
大

き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
第
二
に
、
所
得
格
差
は
非

常
に
大
き
い
が
、
公
的
年
金
が
老
後
資
産
の
格
差
是
正
に

一
定
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
第
三
に
、
再
分
配
機
能

を
さ
ら
に
強
化
す
る
た
め
に
公
的
年
金
を
定
額
年
金
に
移

行
す
る
改
革
案
が
提
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
指
摘
、

紹
介
し
て
い
ま
す
。

　

第
三
章
は
、
野
村
委
員
の
「
私
的
年
金
拡
充
の
重
要
性

と
税
制
措
置
の
役
割
―
米
国
か
ら
の
示
唆
を
踏
ま
え
て
」

で
す
。
私
的
年
金
、
と
り
わ
け
Ｄ
Ｃ
制
度
に
よ
る
老
後
の

資
産
形
成
に
つ
い
て
、
米
国
の
取
り
組
み
を
踏
ま
え
て
、

そ
こ
か
ら
の
示
唆
を
探
っ
た
論
文
で
す
。
具
体
的
な
指
摘

と
し
て
、
Ｄ
Ｃ
の
拠
出
限
度
額
に
つ
い
て
は
、
大
幅
な
拠

出
限
度
額
の
引
き
上
げ
が
困
難
で
あ
れ
ば
、
一
定
期
間
の

拠
出
限
度
額
に
か
え
て
、
現
役
期
間
全
体
の
拠
出
総
額
に

上
限
を
設
定
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
加
入
拡

大
と
税
制
に
つ
い
て
は
、
税
制
措
置
を
含
む
制
度
の
簡
素

さ
が
私
的
年
金
普
及
の
た
め
に
重
要
で
あ
り
、
拠
出
限
度

額
の
高
め
の
設
定
や
中
小
企
業
向
け
の
税
額
控
除
な
ど
が

必
要
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
、
年
金
資
金
の
運
用
時
課
税
で

あ
る
特
別
法
人
税
の
廃
止
、
長
寿
化
に
備
え
た
私
的
年
金

の
加
入
可
能
年
齢
の
引
き
上
げ
の
必
要
性
な
ど
に
つ
い
て

論
じ
て
い
ま
す
。

　

第
四
章
は
、
小
黒
委
員
の
「
縮
小
す
る
公
的
年
金
と
資

産
形
成
の
重
要
性
」
で
、
公
的
年
金
の
二
○
一
九
年
財
政

検
証
の
試
算
な
ど
を
活
用
し
、
縮
小
す
る
公
的
年
金
の
実

態
や
課
題
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。
そ
の
上
で
、
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
やiD

eCo

等
の
拡
充
に
よ
る
資
産
形
成
の
重
要
性

に
つ
い
て
考
察
し
て
い
ま
す
。
公
的
年
金
の
実
態
に
つ
い

て
は
、
全
要
素
生
産
性
上
昇
率
の
実
現
確
率
を
推
計
し
、

給
付
水
準
が
大
幅
に
目
減
り
し
て
、
防
貧
機
能
が
低
下
し
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て
し
ま
う
懸
念
が
否
定
で
き
な
い
実
態
を
明
ら
か
に
し
て

い
ま
す
。
ま
た
公
的
年
金
の
機
能
を
補
完
す
る
観
点
か

ら
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
やiD

eCo

の
拡
充
に
よ
り
、
老
後
に
向

け
た
資
産
形
成
を
促
す
取
り
組
み
の
提
言
な
ど
を
行
っ
て

い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
日
本
版
「
年
金
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー

ド
」
を
活
用
し
、
公
的
年
金
や
私
的
年
金
な
ど
も
含
む

「
拡
張
版
・
所
得
代
替
率
」
を
情
報
提
供
す
る
重
要
性

や
、
所
得
代
替
率
の
目
標
値
に
基
づ
い
て
税
制
優
遇
措
置

を
拡
充
す
る
重
要
性
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。

　

第
二
部
は
「
家
計
の
資
産
形
成
と
税
」
で
す
。
第
五
章

は
、
鈴
木
委
員
の
「
退
職
金
を
含
め
た
私
的
年
金
課
税
の

あ
り
方
」
で
す
。
退
職
一
時
金
を
考
慮
に
入
れ
て
、
私
的

年
金
の
公
平
な
課
税
に
つ
い
て
論
じ
て
い
ま
す
。
主
た
る

問
題
と
し
て
三
つ
の
論
点
を
挙
げ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い

て
検
討
を
行
い
、
具
体
的
な
提
案
を
し
て
い
ま
す
。
第
一

に
、
退
職
所
得
税
制
に
つ
い
て
、
退
職
所
得
控
除
と
二
分

の
一
課
税
に
よ
っ
て
、
拠
出
時
、
積
立
時
及
び
受
取
時
の

い
ず
れ
に
も
課
税
さ
れ
な
い
状
態
を
是
正
し
、
受
取
時
課

税
を
徹
底
す
る
必
要
が
あ
る
。
第
二
に
、
退
職
一
時
金
・

年
金
は
賃
金
の
後
払
い
と
捉
え
る
こ
と
は
せ
ず
、
適
切
な

所
得
平
準
化
を
行
っ
た
上
、
現
行
ど
お
り
退
職
一
時
金
は

退
職
所
得
と
し
て
、
退
職
年
金
は
雑
所
得
と
し
て
分
類

し
、
発
生
時
に
課
税
す
る
方
法
を
提
案
し
て
い
る
。
第
三

に
、
働
き
方
の
多
様
化
に
対
応
す
る
た
め
、
共
通
非
課
税

枠
（
個
人
口
座
）
の
設
定
及
び
共
通
非
課
税
枠
の
未
使
用

分
の
無
期
限
繰
り
越
し
を
提
案
し
て
い
ま
す
。

　

第
六
章
は
、
渡
辺
委
員
の
「
高
齢
期
に
向
け
た
資
産
形

成
―
二
○
二
四
年
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
拡
充
を
踏
ま
え
て
」

で
す
。
超
高
齢
化
が
進
展
す
る
日
本
の
今
後
数
十
年
の
期

間
を
展
望
し
て
、
高
齢
期
に
向
け
た
資
産
形
成
の
あ
り
方

を
論
じ
て
い
ま
す
。
ま
ず
、
高
齢
期
に
生
活
が
経
済
的
に

成
り
立
つ
ス
ト
ッ
ク
ベ
ー
ス
の
枠
組
み
を
提
示
し
、
次

に
、
日
本
に
お
い
て
公
的
年
金
へ
の
過
度
な
依
存
が
形
成

さ
れ
た
背
景
を
考
え
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
ア
メ
リ
カ
に
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お
け
る
高
齢
者
の
資
産
形
成
を
概
観
し
て
、
所
得
源
泉
が

日
本
よ
り
も
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
こ
と
の
背
景
に
、

優
良
な
投
資
商
品
が
幅
広
い
所
得
階
層
に
よ
っ
て
保
有
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。
最
後
に
、
高
齢
期

に
向
け
た
資
産
形
成
の
あ
り
方
を
、「
長
期
・
分
散
・
低

コ
ス
ト
」
の
原
則
を
も
と
に
検
討
し
、
二
○
二
四
年
の
実

施
が
予
定
さ
れ
て
い
る
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
抜
本
的
拡
充
の

意
義
に
つ
い
て
論
じ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
国
民
の
な
る
べ

く
幅
広
い
層
が
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
を
利
用
し
て
長
期
的
観
点

か
ら
の
資
産
形
成
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
金

融
教
育
の
充
実
の
必
要
性
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。

　

第
七
章
は
、
森
本
委
員
の
「
成
長
資
金
の
供
給
と
家
計

の
安
定
的
な
資
産
形
成
の
支
援
―
「
令
和
五
年
度
税
制
改

正
」
に
つ
い
て
」
で
す
。
こ
こ
で
は
、
我
が
国
家
計
の
資

産
形
成
に
深
く
関
わ
る
税
制
の
概
要
と
最
新
の
改
正
内
容

に
つ
い
て
詳
し
く
述
べ
て
い
ま
す
。
政
府
は
、
新
し
い
資

本
主
義
実
現
会
議
に
お
い
て
「
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
」

を
策
定
し
、
そ
の
具
体
的
な
目
標
と
し
て
、
①
投
資
経
験

者
の
倍
増
、
②
投
資
の
倍
増
を
設
定
し
ま
し
た
。
そ
の
第

一
の
柱
と
し
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
抜
本
的
拡
充
・
恒
久

化
、
第
二
の
柱
と
し
てiD

eCo

の
改
革
が
掲
げ
ら
れ
て

い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、「
令
和
五
年
度
税
制
改
正
大
綱
」

で
示
さ
れ
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度
の
抜
本
的
拡
充
や
確
定
拠
出

年
金
制
度
の
大
幅
な
見
直
し
に
つ
い
て
、
制
度
の
利
用
実

態
や
改
正
に
至
る
過
程
を
含
め
て
詳
し
く
述
べ
て
い
ま

す
。

　

第
八
章
は
、
國
枝
委
員
の
「
経
済
格
差
と
金
融
税
制
」

で
す
。
こ
の
分
野
の
研
究
成
果
に
基
づ
い
て
、
経
済
格
差

に
つ
い
て
は
、
労
働
所
得
格
差
の
み
な
ら
ず
、
資
本
所
得

格
差
も
重
要
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
ま
す
。
最
適
資

本
所
得
課
税
理
論
に
よ
れ
ば
、
そ
の
是
正
の
た
め
に
は
正

常
収
益
に
も
課
税
す
る
必
要
が
あ
る
。
課
税
方
式
と
し
て

は
、
富
裕
税
も
考
え
ら
れ
る
が
、
執
行
面
も
考
え
れ
ば
、

我
が
国
に
お
い
て
は
、
資
本
所
得
課
税
強
化
と
相
続
税
・
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贈
与
税
強
化
で
資
産
格
差
是
正
を
図
る
べ
き
だ
と
し
て
い

ま
す
。
続
い
て
、
日
本
で
も
資
産
所
得
格
差
が
非
常
に
大

き
く
な
っ
て
お
り
、
金
融
所
得
課
税
強
化
を
図
る
べ
き
だ

と
し
て
い
ま
す
が
、
他
方
、
低
中
所
得
層
で
は
老
後
の
た

め
の
貯
蓄
を
十
分
に
行
っ
て
い
な
い
家
計
が
存
在
す
る
こ

と
か
ら
、
若
年
期
か
ら
老
後
の
生
活
に
備
え
る
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
貯
蓄
を
促
進
す
る
こ
と
の
重
要
性
を
指
摘
し
て
、

そ
の
た
め
の
具
体
的
な
ス
キ
ー
ム
に
つ
い
て
論
じ
て
い
ま

す
。

　

第
三
部
は
「
老
後
の
資
産
形
成
の
モ
デ
ル
分
析
」
で

す
。
第
九
章
は
、
八
塩
委
員
の
「
個
人
型
私
的
年
金
の
改

革
に
つ
い
て
―
簡
単
な
ミ
ク
ロ
経
済
モ
デ
ル
を
用
い
た
分

析
」
で
す
。
現
在
の
個
人
型
の
私
的
年
金
制
度
は
高
所
得

者
ほ
ど
有
利
で
、
そ
れ
を
中
・
低
所
得
者
が
利
用
し
や
す

い
制
度
に
変
え
る
べ
き
だ
と
い
う
観
点
か
ら
、
次
の
二
点

に
絞
っ
て
議
論
を
展
開
し
て
い
ま
す
。
第
一
に
、
年
金
拠

出
へ
の
所
得
控
除
を
定
率
の
マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
制
度
に
改

め
る
こ
と
。
所
得
控
除
は
限
界
税
率
の
高
い
高
所
得
者
に

有
利
な
一
方
、
中
・
低
所
得
者
に
は
そ
の
恩
恵
が
及
び
に

く
い
。
所
得
控
除
を
政
府
に
よ
る
一
定
比
率
の
マ
ッ
チ
ン

グ
拠
出
制
度
に
変
え
る
こ
と
で
、
こ
の
点
の
改
善
が
可
能

で
あ
る
。
第
二
に
、
日
本
のiD

eCo

は
中
途
引
き
出
し

が
ほ
と
ん
ど
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
こ
れ
を
制
約
を
設

け
つ
つ
要
件
緩
和
し
、
中
・
低
所
得
者
が
年
金
に
拠
出
し

や
す
く
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
主
張
を
し
て
い
ま
す
。

　

第
一
○
章
は
、
高
松
委
員
の
「
老
後
の
資
産
形
成
と
高

齢
者
の
就
業
選
択
―
就
業
選
択
モ
デ
ル
に
基
づ
く
最
適
所

得
税
か
ら
の
理
論
的
整
理
」
で
す
。
こ
こ
で
は
、
高
齢
者

の
退
職
行
動
を
明
示
的
に
扱
っ
た
就
業
選
択
モ
デ
ル
か
ら

導
か
れ
る
退
職
行
動
と
貯
蓄
行
動
を
前
提
と
し
て
、
望
ま

し
い
制
度
設
計
を
最
適
課
税
論
の
観
点
か
ら
検
討
し
て
い

ま
す
。
政
策
的
な
含
意
と
し
て
、
在
職
老
齢
年
金
制
度
が

高
齢
者
の
就
労
確
率
を
低
下
さ
せ
得
る
こ
と
、
そ
れ
を
是

正
す
る
た
め
に
は
、
年
金
受
給
の
繰
り
下
げ
に
よ
る
年
金
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の
増
額
な
ど
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
貯
蓄
に
つ

い
て
は
、
今
後
、
公
的
年
金
に
よ
る
所
得
代
替
率
の
低
下

が
予
想
さ
れ
る
中
、
公
的
年
金
を
代
替
す
る
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の

拡
大
・
恒
久
化
、iD

eCo

の
拡
充
と
引
き
出
し
時
課
税
の

適
正
化
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

第
四
部
は
「
証
券
市
場
・
個
人
投
資
家
の
デ
ー
タ
分

析
」
で
す
。
第
一
一
章
、
大
野
委
員
に
よ
る
「
確
定
拠
出

年
金
と
金
融
教
育
―
『
証
券
投
資
に
関
す
る
全
国
調
査
』

二
○
一
八
年
調
査
の
解
析
」
で
は
、
確
定
拠
出
年
金
制
度

が
な
か
な
か
浸
透
し
て
い
な
い
現
状
が
あ
る
と
い
う
問
題

意
識
の
も
と
、
金
融
教
育
が
企
業
型
及
び
個
人
型
Ｄ
Ｃ
の

加
入
拡
大
に
貢
献
す
る
か
否
か
を
プ
ロ
ビ
ッ
ト
モ
デ
ル
で

推
定
・
分
析
し
て
い
ま
す
。
日
本
証
券
業
協
会
の
『
証
券

投
資
に
関
す
る
全
国
調
査
』
二
○
一
八
年
調
査
の
個
票

デ
ー
タ
を
用
い
て
詳
細
な
分
析
を
行
い
、
Ｄ
Ｃ
普
及
の
た

め
に
金
融
教
育
の
充
実
が
必
要
だ
と
い
う
こ
と
が
政
策
的

含
意
と
し
て
導
び
か
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

第
一
二
章
、
折
原
委
員
の
「
岸
田
政
権
と
株
式
市
場
」

で
は
、
政
府
と
株
式
市
場
と
の
関
わ
り
を
概
観
し
て
、
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
の
拡
充
後
は
、
国
民
が
リ
ス
ク
と
正
し
く
向
き
合

う
た
め
の
金
融
教
育
の
充
実
及
び
政
策
変
更
の
株
式
市
場

へ
の
影
響
の
適
切
な
評
価
が
重
要
だ
と
し
て
い
ま
す
。
政

策
変
更
の
株
式
市
場
へ
の
影
響
に
つ
い
て
、
い
わ
ゆ
る
岸

田
シ
ョ
ッ
ク
を
取
り
上
げ
て
い
ま
す
。
金
融
所
得
課
税
の

強
化
か
ら
影
響
を
受
け
や
す
い
企
業
と
受
け
に
く
い
企
業

を
分
け
て
、
岸
田
シ
ョ
ッ
ク
の
原
因
が
金
融
所
得
課
税
強

化
に
向
け
た
提
案
に
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま

す
。
そ
の
後
の
岸
田
総
理
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
拡
充
な
ど
の
方
針

変
更
は
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
研
究
者
か
ら
見
れ
ば
妥
当
で
あ

る
と
し
、
さ
ら
に
、
分
析
か
ら
の
含
意
は
金
融
所
得
へ
の

増
税
中
止
で
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　

第
一
三
章
、
吉
田
委
員
の
「
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
を

ど
う
推
進
す
る
か
―
日
銀
保
有
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
確
定
拠
出
年
金

に
よ
る
活
用
」
で
は
、
資
産
形
成
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
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調
査
の
分
析
を
踏
ま
え
て
、
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
を
推

進
す
る
た
め
の
提
案
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
で
は
、
預
金
保
有
が
一
○
○
％
の
非
投
資
家
が
多
く
占

め
て
お
り
、
こ
の
グ
ル
ー
プ
は
税
制
優
遇
へ
の
関
心
も
低

い
の
で
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を
高
め
る
た
め
の
工
夫
や
投

資
効
果
が
明
瞭
な
施
策
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
一
○
兆
円
規
模
の
含
み
益
の
あ
る
日
銀
保
有
の

Ｅ
Ｔ
Ｆ
に
着
目
し
て
、
含
み
益
を
国
民
に
還
元
す
る
ス

キ
ー
ム
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
っ
て

「
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
」
の
流
れ
を
加
速
す
る
こ
と
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

　

研
究
会
は
参
加
者
の
自
由
な
意
見
の
発
表
と
交
換
の
場

で
、
各
論
文
は
さ
ま
ざ
ま
な
観
点
か
ら
自
由
に
論
じ
ら
れ

て
い
ま
す
。
ぜ
ひ
御
一
読
い
た
だ
け
る
と
幸
い
で
す
。

　

最
後
に
、
本
日
の
ま
と
め
で
す
。
冒
頭
に
ご
説
明
し
た

内
容
と
同
じ
な
の
で
す
が
、
公
的
年
金
に
よ
っ
て
老
後
所

得
を
支
え
る
こ
と
は
困
難
と
な
っ
て
い
る
。
老
後
所
得
を

確
保
す
る
た
め
に
は
、
貯
蓄
や
私
的
年
金
な
ど
に
よ
る
準

備
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な
る
こ
と
を
指
摘
し
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
我
が
国
を
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
と
比
較
す

る
と
、
資
産
形
成
支
援
制
度
の
拠
出
限
度
額
は
低
く
、
そ

の
中
で
も
特
に
私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
が
低
い
こ
と
を

明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

　

最
後
に
、
証
券
税
制
研
究
会
の
研
究
成
果
に
つ
い
て
御

紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。『
日
本
の
家
計
の
資
産

形
成　

私
的
年
金
の
役
割
と
税
制
の
あ
り
方
』
で
、
二
○

二
○
年
一
二
月
か
ら
二
○
二
二
年
一
一
月
に
か
け
て
開
催

し
た
「
日
本
の
家
計
の
資
産
形
成
と
税
・
社
会
保
障
」
を

テ
ー
マ
と
す
る
証
券
税
制
研
究
会
の
成
果
を
取
り
ま
と
め

ま
し
た
。
こ
の
本
で
は
、
老
後
の
所
得
保
障
の
た
め
に
必

要
な
私
的
年
金
や
貯
蓄
に
着
目
し
て
現
状
を
分
析
す
る
と

と
も
に
、
個
人
の
選
択
と
努
力
が
最
大
限
生
か
さ
れ
る
仕

組
み
と
そ
の
実
現
の
た
め
に
必
要
な
改
革
に
つ
い
て
論
じ

て
い
ま
す
。
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以
上
で
報
告
を
終
わ
り
ま
す
。
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。（
拍
手
）

○
高
木
常
務
理
事　

ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し

た
。
専
門
的
で
難
し
い
分
野
を
非
常
に
わ
か
り
や
す
く
御

説
明
い
た
だ
い
た
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

若
干
時
間
も
残
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
質
疑
応
答
に
移

ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

○
質
問
者
Ａ　

本
日
は
、
大
変
参
考
に
な
る
お
話
を
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

　

質
問
が
二
つ
ご
ざ
い
ま
す
。
一
つ
は
、
日
本
の
私
的
年

金
の
拠
出
限
度
額
が
ア
メ
リ
カ
・
イ
ギ
リ
ス
と
比
べ
る
と

異
様
に
低
い
よ
う
な
感
じ
を
受
け
ま
し
た
。
こ
れ
に
つ
い

て
文
化
的
背
景
、
歴
史
的
背
景
、
制
度
的
背
景
、
い
ろ
い

ろ
考
え
ら
れ
る
と
思
う
の
で
す
が
、
こ
の
よ
う
に
日
本
の

私
的
年
金
の
拠
出
限
度
額
が
低
く
な
っ
た
の
は
な
ぜ
か
、

ひ
と
つ
御
意
見
を
伺
い
た
い
。

　

二
つ
目
は
、
本
の
御
紹
介
で
、
第
一
三
章
、
吉
田
亮
平

様
の
「
日
銀
保
有
Ｅ
Ｔ
Ｆ
の
確
定
拠
出
年
金
に
よ
る
活

用
」
と
い
う
お
話
が
あ
り
ま
し
た
。
財
政
論
的
に
つ
ら
つ

ら
頭
の
体
操
を
し
て
み
た
の
で
す
が
、
新
法
で
も
立
て
な

い
限
り
難
し
そ
う
な
気
が
し
ま
し
た
。
ま
だ
こ
の
御
本
を

拝
読
し
て
い
な
い
の
で
す
が
、
ど
う
い
う
理
屈
で
確
定
拠

出
年
金
が
活
用
で
き
る
の
か
に
つ
い
て
、
も
し
お
話
し
い

た
だ
け
る
の
で
あ
れ
ば
お
願
い
し
た
い
。

　

以
上
、
二
点
で
す
。
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

○
山
田　

ま
ず
一
点
目
で
す
。
制
度
的
に
は
、
例
え
ば
、

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
の
拠
出
限
度
額
は
、
厚
生
年
金
基

金
に
お
け
る
特
別
法
人
税
の
非
課
税
水
準
を
基
に
設
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

二
点
目
は
、
論
文
に
よ
る
と
、
日
銀
が
保
有
す
る
Ｅ
Ｔ

Ｆ
を
日
銀
イ
デ
コ
管
理
事
業
団
（
仮
称
）
に
拠
出
し
、
そ

れ
を
確
定
拠
出
年
金
で
買
い
付
け
る
と
い
う
仕
組
み
、
と

の
こ
と
で
す
。
詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は
、
ぜ
ひ
論
文
を
御



39―　　―

老後のための資産形成

一
読
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

○
高
木
常
務
理
事　

で
は
、
私
か
ら
一
つ
お
伺
い
し
た
い

と
思
い
ま
す
。

　

最
近
の
イ
ギ
リ
ス
の
私
的
年
金
の
制
度
改
正
に
は
ど
う

い
っ
た
背
景
が
あ
り
、
ま
た
、
そ
れ
は
日
本
に
と
っ
て
参

考
に
な
る
よ
う
な
も
の
が
あ
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

○
山
田　

イ
ギ
リ
ス
政
府
は
、
二
○
二
三
年
度
に
私
的
年

金
の
枠
を
拡
充
す
る
よ
う
な
改
革
を
行
い
ま
し
た
。
そ
の

と
き
ハ
ン
ト
財
務
大
臣
は
、
税
が
原
因
と
な
っ
て
退
職
を

促
す
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
発
言
さ
れ
て
い
ま

す
。
医
師
な
ど
の
高
額
所
得
者
が
年
金
を
積
み
立
て
て
生

涯
限
度
額
ま
で
行
っ
て
し
ま
っ
て
早
く
退
職
し
て
し
ま
う

と
い
う
こ
と
が
問
題
と
し
て
あ
っ
て
、
そ
れ
を
回
避
す
る

た
め
に
枠
が
広
げ
ら
れ
た
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
一
方

で
、
そ
れ
は
高
額
所
得
者
を
優
遇
し
て
い
る
の
で
は
な
い

か
と
い
う
議
論
も
あ
っ
た
よ
う
で
す
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
日
本
の
拠
出
限
度
額
に
つ
い
て
、
ア

メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
の
制
度
も
参
考
に
し
な
が
ら
、
考
え

て
い
く
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
。

○
高
木
常
務
理
事　

そ
れ
で
は
、
本
日
の
「
資
本
市
場
を

考
え
る
会
」
は
こ
れ
で
終
了
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

ど
う
も
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。（
拍
手
）

（
や
ま
だ　

た
だ
お
・
日
本
証
券
経
済
研
究
所
主
任
研
究
員
）

�

（
本
稿
は
、
令
和
五
年
八
月
三
〇
日
に
開
催
し
た
講
演
会
で
の
講
演

の
要
旨
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
り
、
文
責
は
当
研
究
所
に
あ
る

）
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